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【審議会・委員会等の情報】 

● 土地区画整理法施行令の改正政令を閣議決定、住所公告の規定を見直し：国交省 

政府は 9 月 25 日、「土地区画整理法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定した。土地区画整

理審議会の委員選挙について、候補者や当選人等の住所の全部を公告することに支障がある場合、

住所の一部の公告をもって代えることを可能とする。9 月 30 日に公布し、10 月 1 日に施行する。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 上位住宅トップランナー制度、2027 年 4月から開始：国交省 

政府は 9 月 11 日、「改正建築物省エネ法の施行に伴う関係政令」を閣議決定した。より高い省エ

ネ性能を持つ住宅の供給を促す「上位住宅トップランナー制度」や、先導的な省エネ技術を評価す

る大臣認定制度を 2027 年 4 月 1 日に施行する。上位住宅トップランナーの指定基準は、建売戸建

て、分譲マンション、注文戸建てで年間 2,000 戸、賃貸アパートで同 1 万 5,000 戸とする。 

報道発表資料：国土交通省 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi08_hh_000083.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house05_hh_001150.html

